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※下記の内容は、2016年 10 月1 日現在施行されている法律に基づいています。 

1. 試用期間満了時の本採用拒否 

 別の設問 1・別の設問2 で説明したとおり、試用期間といえどもすでに雇用契約の効力は発生して

いるのであり、試用期間満了時に本採用を拒否することは「解雇」に当たる。したがって、試用期間

満了時の本採用拒否についても、客観的で合理的な理由が存し、社会通念上相当として是認できるも

のでない場合には、権利を濫用したものとして無効となる（労働契約法16条）。 

 ただ、裁判例は、本採用拒否という「留保解約権に基づく解雇は、これを通常の解雇とまったく同一

に論ずることはできず、前者については、後者の場合よりも広い範囲における解雇の自由が認められてし

かるべきものといわなければならない」とし、本採用拒否が認められる基準として、「企業者が、採用決

定後における調査の結果により、または試用中の勤務状態等により、当初知ることができず、また知るこ

とが期待できないような事実を知るに至った場合において、そのような事実に照らしその者を引き続き当

該企業に雇傭しておくのが適当でないと判断することが、上記解約権留保の趣旨、目的に徴して、客観的

に相当であると認められる場合には、さきに留保した解約権を行使することができるが、その程度に至ら

ない場合には、これを行使することはできないと解すべきである」と判示した（三菱樹脂事件 最高裁大法

廷 昭 48.12.12 判決）。 

 実際には、個々の具体的なケースごとに判断していくことになろう。 

 

2. 本採用拒否の具体的事由 

 一般的に問題となることが多いのは、勤務態度不良や勤務成績不良、業務遂行能力の不足、非協調

性、経歴詐称などが挙げられる。 

 以下、本採用拒否の有効性が争われた事例の中から、いくつかの裁判例を紹介する。 

（1）静岡宇部コンクリート事件（東京高裁 昭 48.3.23 判決） 

 前出三菱樹脂事件以前の裁判例であって、試用期間中の解雇（本採用拒否）につき使用者の広い裁

量権があることを前提とする事例ではあるが、コンクリート・ミキサー車運転手として試採用された

者が、本来ならば生コンクリート積載時には常時ミキサースイッチを入れた状態とし、ドラム内の羽

根の回転を止めることのないようにすべきところ、誤ってミキサースイッチを切り、しかもその後の

処置に適切さを欠いたために同車の装置の一部を破損させたという事案において、裁判所は、この運

転手の行為につき、コンクリート・ミキサー車の運転手としての能力および適格性に欠けるところが

あると一応いわざるを得ず、会社が業務適格性がないと判断したことが不相当であるとは到底いえな

いと判示した。 

（2）日和崎石油事件（大阪地裁 平 2.1.22決定） 

 給油所の見習いとして稼働していた試用期間中の者が、勤務中に歌を歌ったことについて上司から

注意を受けても改めようとしなかったり、客に対して車の値段や行き先を聞いたりするなどして顰蹙

（ひんしゅく）を買ったり、店長の指導を聞かずに一方的に 2 時間にわたって抗議をするなどしたため、

勤務開始から 8日目に解雇された事例において、裁判所は、本件解雇は試用期間中になされたもので

あり、同人の勤務態度が、顧客へのサービスが要求される給油所の従業員としては、適切なものとは

いい難いことからすると、解雇権が濫用されたものとはいえないと判示した。 

 

詳細は会員コーナーで閲覧してください。 



 

（3）三菱樹脂事件（前出） 

 採用過程において、会社の質問に対し団体加入や学生運動参加の事実について秘匿した試用期間中

の社員に対し、経歴詐称を理由として本採用を拒否した事例について、裁判所は、秘匿等にかかる事

実の如何によっては、秘匿等の有無にかかわらずそれ自体で管理職要員としての適格性を否定するに

足りる場合もあり得るとした。その上で、秘匿等にかかる事実関係を明らかにし、これらの事実関係

に照らして、社員の秘匿等の行為および秘匿等にかかる事実が同人の入社後における行動、態度の予

測やその人物評価等に及ぼす影響を検討し、それが企業者の採否決定につき有する意義と重要性を勘

案し、これらを総合して留保解約権に基づく解雇の合理的理由の有無を判断すべきであるとした。そ

して、解雇を無効とした高裁判決を破棄差し戻している。 

 

3.本採用拒否をする際の注意点 

 能力や適性の欠如を理由として本採用を拒否したという事例においては、能力等が不足しているこ

との立証の程度や、不足と判断した評価の妥当性が問題とされることが多い。 

 したがって、能力や適性の欠如を理由として本採用を拒否しようとする場合には、裁判となったと

きにその立証をどのようにして行うかということを十分検討した上で、本採用拒否を行うべきであ

る。 

 能力等が欠如している者に対し、上司が繰り返し注意や指導をしたが改まらなかったという事情が

あれば、本採用拒否が有効となる可能性が高くなる。 

 逆に、これまでにまったく注意や指導がなされておらず、上司が試用期間中の者に対して肯定的な

評価をするような言動をとっていた場合には、不適格性について疑義をもたれ、本採用拒否が無効と

されることになるであろう。 

 参考となる裁判例としては、良妻賢母教育を伝統的校風として自称する私立女子中学校に 1 年間の

試用期間を付して採用された教諭に対し、礼儀の常識をわきまえず、規律指導能力に欠ける、言語表

現や対人態度が粗野である、生徒会規定の無視、ネクタイを着用しない乱れた服装をし、また、散髪

を怠り不潔であることなどを理由としてなされた解雇につき、同人が新規採用で試用期間中の教諭で

あることからすれば、少しでも非難すべき行為があれば校長や先輩教師が注意し指導すべきが当然で

あるのに、一度もそのような注意・指導を与えたことがなく、突如として本件解雇の挙に出たことは

教諭としての地位を剥奪(はくだつ)し同人を困惑させる以外の何ものでもなく、本件解雇は権利の濫

用として無効であるとされたものがある（麹町学園事件 東京地裁 昭 46.7.19 判決）。 

 

 

詳細は会員コーナーで閲覧してください。 


